
  

 

第６回情報公開委員会議事次第 

平成２２年７月２８日 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 

 

１．日  時   平成２２年７月２８日（水） １０：３０～１２：００ 

 

２．場  所  幸ビル１３階 会議室１３０１号室 

（〒１００-００１１

 
 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号） 

３．出席者   委員長    碧海 酉癸 消費生活アドバイザー 

       委員長代理  棟居 快行 大阪大学大学院 高等司法研究科 教授 

委  員     市村 元  関西大学 社会学部 客員教授 

委  員     高後  元彦  弁護士 

委  員    鈴木 秀美 大阪大学大学院 高等司法研究科 教授 
委  員     山本 康典  日本原子力文化振興財団 フェロー 

 

４．議 題 (１) 第５回情報公開委員会議事概要について 

(２) 平成２１年度開示請求対応状況について 

      (３) 情報公開委員会検討部会の開催状況について 

      (４) その他 

 

５．配付資料 

情公６－１ 第５回情報公開委員会議事概要 

  情公６－２ 平成２１年度 開示請求対応状況について 

情公６－３ 情報公開委員会検討部会検討部会の開催状況について 

情公６－４ 「もんじゅ」の試運転再開における公表について 
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「もんじゅ」の試運転再開における公表について

独立行政法人日本原子力研究開発機構

平成２２年７月２８日
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高速増殖原型炉もんじゅ
（高速増殖炉研究開発センター）

1983年 5月 原子炉設置許可
1985年10月 建設工事開始
1991年 5月 機器据付完了、試運転開始
1994年 4月 初臨界
1995年 8月 初送電

10月 ４０％出力到達
12月 ナトリウム漏えい事故

2005年 3月 改造工事（準備工事）着手
2007年 8月 改造工事（工事確認試験）完了
2010年 5月 性能試験（試運転）再開

高速増殖原型炉「もんじゅ」

敦賀湾

JR敦賀駅

北陸本線

小浜線

北
陸
自
動
車
道

国
道
８
号
線

国道27号線

「もんじゅ」
（高速増殖炉研究開発センター）

白木

関西電力
美浜発電所

敦賀市

敦賀本部

美浜町

敦
賀
半
島

立石

気
比
の
松
原

敦賀港

若狭湾

緊急時支援・研修
センター

アクアトム

「ふげん」
（原子炉廃止措置研究開発センター）

「ＦＢＲプラント工学研究センター」
「国際原子力情報・研修センター」

日本原子力発電
敦賀発電所

電気出力：２８万ｋＷ（熱出力：７１万４千ｋＷ）
ナトリウム冷却、 ＭＯＸ燃料炉心
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1983年 5月 原子炉設置許可
1985年10月 建設工事開始
1991年 5月 機器据付完了、試運転開始
1994年 4月 初臨界
1995年 8月 初送電

10月 ４０％出力到達
12月 ナトリウム漏えい事故

1996年 3月 原子力委が「原子力政策円卓会議」を設置
1997年 3月 旧動燃の東海再処理施設で火災爆発事故
1998年 3月 旧科技庁が「もんじゅ安全性総点検」の結果を公表

10月 核燃料サイクル開発機構が発足
1999年 9月 東海村のＪＣＯで臨界事故
2000年11月 原子力委が原子力長期計画を決定

12月 地元自治体に工事計画の事前了解願い
2001年 1月 中央省庁再編

6月 地元自治体から工事計画の原子炉設置変更許可申請につ
いての了承を受領

6月 改造工事に係る原子炉設置変更許可を申請
7月 福井県が「もんじゅ安全性調査検討専門委員会」を設置

2002年12月 改造工事に係る原子炉設置変更許可
12月 改造工事に係る設計及び工事の方法の認可を申請

2003年 1月 名古屋高裁が原子炉設置許可無効の判決
12月 福井県の「もんじゅ安全性調査検討専門委員会」がとり

まとめた報告書についての県民説明会

「もんじゅ」のあゆみ

2004年 1月 改造工事に係る設計及び工事の方法の認可
5月 もんじゅ関連協議会
8月 美浜発電所３号機で配管破損事故
12月 最高裁が国側の上告受理申立を受理

2005年 2月 地元自治体から改造工事事前了解を受領
3月 改造工事の準備工事を開始
5月 最高裁が名古屋高裁判決を破棄・自判し、国側勝訴の逆

転判決
9月 改造工事を本格着手

2006年12月 工事確認試験開始
2007年 8月 改造工事の工事確認試験を完了

8月 プラント確認試験を開始
2008年 2月 初装荷燃料に係る原子炉設置変更許可
2009年 6月 燃料交換

8月 プラント確認試験を完了
8月 性能試験前準備・点検を開始
11月 「もんじゅ安全性総点検に係る対処及び報告について

（第５回報告）」を提出
2010年 1月 性能試験前準備・点検を終了

2月 耐震安全性評価結果報告書（改訂版）を提出
2月 原子力安全委員会が安全性総点検報告を妥当と了承
2月 性能試験再開の協議願いを地元自治体に提出
3月 原子力安全委員会が耐震安全性評価報告を妥当と認定
4月 地元自治体から性能試験再開の了承を受領
5月 性能試験（試運転）を再開

１９８５年１０月 １９８６年１０月 １９９１年４月１９８３年２月
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平成

７年

平成８年

(1996年)
平成９年

(1997年)
平成10年

(1998年)
平成11年

(1999年)
平成12年

(2000年)
平成13年

(2001年)
平成14年

(2002年)
平成15年

(2003年)
平成16年

(2004年)
平成17年
(2005年)

平成18年

(2006年)
平成19年

(2007年)
平成20年

(2008年)
平成21年

(2009年）

平成

22年

３月

東海再処理
施設で火災・
爆発事故

→
「動燃改革」
へ

２月

フランス政府
がスーパー
フェニックス
の廃止を決定

１０月

核燃料サイク
ル開発機構
が発足

９月

ＪＣＯ臨界事
故

１月

中央省庁再
編

８月

美浜３号機で
配管破損事
故

１０月

日本原子力
研究開発機
構が発足

７月

新潟県中越
沖地震発生

「もんじゅ」ナトリウム漏えい事故以降の経緯

もんじゅ事故
▼12/8

「もんじゅ」の必要性に関する国民参加の徹底的な議論

報告書提出
3/30▼

「原子力政策円卓会議」設置を決定
3/15▼

「原子力長期計画」決定
11/24▼

工事計画の地元了解願い
12/8▼

変更許可申請の地元了解
▼6/5

改造工事の変更許可申請
6/6▼

改造工事の変更許可
→設工認申請
12/26→27▼

改造工事の設工認認可
1/30▼

改造工事の許認可

改造工事の地元了解
2/7▼

もんじゅ関連協議会
5/26▼

準備工事開始
3/3▼

工事確認試験完了
8/30▼

改造工事

プラント確認試験開始
8/31▼

プラント確認試験

プラント確認試験完了
8/12▼

性能試験前準備・点検開始
8/13▼

性能試験前準備・点検

委員会設置
7/19▼

福井県「もんじゅ安全性調査検討専門委員会」

報告書の県民説明会
12/13▼

国側が高裁で敗訴→上告
1/27→31▼

最高裁でもんじゅ行政訴訟

最高裁で国側勝訴
▼5/30

最高裁が上告受理
12/2▼

「安全性総点検」

原因究明

起動準備

完了
▼1/31

性能試験

性能試験再開
5/6▼

平成２２年 ５月 ６日
性能試験（試運転）再開

７月２２日
炉心確認試験完了

3
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4～9月 10～3月 4月～

プラント確認試験

性能試験前準備・点検

屋外排気ダクト取替え現地工事

燃料交換 起動前点検 起動前点検

本格運転

設備点検 設備点検

燃料交換

炉心確認試験 出力上昇試験40％出力プラント確認試験

性 能 試 験

水・蒸気系点検・機能試験

起動準備

原子炉を臨界状態とし、
炉心の特性を確認す
る。

（原子炉出力 1％以下）

水･蒸気、タービン系を含
むプラント全体の機能と
性能を確認する。
(0～40％電気出力)

出力を定格まで上昇し、
プラント全系統の性能
を確認する。
(0～100％電気出力)

（１） 性能試験（試運転）は、炉心確認試験、来年度実施する40％出力プラント確認試験、その後実施する出力上昇試

験の3段階に分けて行う。

（２） 炉心確認試験は、原子炉を臨界状態にして、炉心の安全性や特性等を確認する試験である。

「もんじゅ」性能試験の工程 4
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5

（１） 炉心確認試験の実施に当たっては、試験の段階ごとにホールドポイントを設け、安全確認及

び評価を実施して、問題ないことを確認した上で次の段階に進める。

（２） 評価結果や試験の進捗状況について適時公表し、透明性を確保しつつ取り組んでいく。

炉心確認試験の実施方針

炉心確認試験とは

（１） 性能試験は、プラントが長期停止していたことを踏まえ、より慎重な手順を踏んで三段階に分けて行う。

炉心確認試験は、三段階に分けて行う性能試験の第一段階である。

（２） 原子炉を臨界状態にして、炉心の安全特性を確認するため、炉物理データの取得等を行う。

具体的には、安全上の核的制限値である過剰反応度及び反応度停止余裕を確認するための測定を行うとと

もに、使用前検査を受検する。（6/2受検済み）

（３） その後、研究開発目的のための炉物理特性の把握やプラント系統設備の機能及び性能の確認を目的とし

た試験を行う。

炉心確認試験 出力上昇試験

水･蒸気、タービン系を含むプラ
ント全体の機能と性能を確認す
る。
(0～40％電気出力)

出力を定格まで上昇し、
プラント全系統の性能
を確認する。
(0～100％電気出力)

原子炉出力
電気出力

原子炉、１次、２次冷却系
水・蒸気系

タービン、発電機系

40％

45％ 45％

40％

79％

75％

０％出力

関連系統設備

100％原子炉の臨界状態で炉心
の特性を確認する。

（原子炉出力
～約1.0％以内）

実施方針

40％出力プラント
確認試験

28



6炉心確認試験について

各ホールドポイント
で終了した試験項
目

●中性子計装特性確認
●核出力校正確認
●空間線量当量率確認

●制御
棒価値
確認

●過剰反応
度測定試
験

●反応度停
止余裕測
定試験

●流量係数評価
●温度係数評価
●新型ナトリウム温

度計特性評価
●崩壊熱評価

●ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ反応度評価
●放出放射性物質挙動評

価

●未臨界度測定法適用
性評価

●1次主冷却系循環ポ
ンプコーストダウン特
性確認

●ナトリウム純度確認
その他、5件

約200℃ 約200℃
1次系温度

1次系流量

プ
ラ
ン
ト
状
態

約49%（主モータ運転) 約49%
約10%

約90%
約100%

約10%(ﾎﾟﾆｰﾓｰﾀ運転） 約10%

H.P(ホールドポイント)
とは：
原子炉の起動にあ
たって、それまでの試
験や保守管理状況等
を評価し、安全確認等
を行うH.Pを設けた。

（１） （２） （３） （４） （５）

H.P.
▼

H.P.
▼

H.P.
▼

H.P.
▼

H.P.
▼

（６）

約190℃

約100%

約300℃以下

H.P.
▼

H.P.
▼

停止

約0.７％出力（約5MW ）

臨界
▼

停止

停止

約0.02％出力
（約0.1MW ）

約0.02％出力
（約0.1MW ）

出力約0.002％出力
（約0.02MW ）

約0.1％出力（約0.9MW ）

原子炉出力

制御棒引抜き
▼ 停止

停止停止

5/16 5/23
5/28 6/1 6/2 6/4 6/146/16 6/19

5/85/6 7/7

原子炉起動回数

炉心確認試験は、平成22年5月6日に開始し、平成22年7月22日に終了、78日間。

約10%

原子炉の運転期間は、45日間、約900時間。

29
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テレビ

新聞

7炉心確認試験における公表の対応について

社数 人数

新聞 ＴＶ

5月5日（水） 15 45 26 19

5月6日（木） 17 136 60 76

5月7日（金） 13 46 28 18

5月8日（土） 15 49 31 18

5月9日（日） 0 0 0 0

合計 17 276 145 131

＊人数は延べ

プレスセンター来訪報道関係者数

○ プレスセンターを起動前日から臨界翌日まで設置して、試験の実施状況を公表し、随時、取材を受けた。
○ 試運転再開（制御棒引き抜き開始操作）のタイミングと臨界操作のタイミングでは、プレスセンターホールに
て実況での解説を行った。
○ また、中央制御室には代表取材、職員の居室の公開、構内での実況レポートにも対応した。

プレスセンターの設置；

「もんじゅ」の試運転再開；

「もんじゅ」の臨界達成 ；

プレスセンターの閉鎖；

５月５日

５月６日

５月８日

５月９日

５月１０日から７月２２日までは、記者ク
ラブ等での試験日報の説明。途中の原
子炉の停止期間については、ＦＡＸ送付
にて公表、あわせてホームページにも公
表してきた。

（平成６年の最初の臨界の時； ３３社 ２３２名）

14年ぶりの試運転再開に際し、いろいろな警報や不具合事象の発生を想定し、透明性を確保しつつ炉心確
認試験を実施する観点から、警報発報情報や不具合事象についても速やかに通報・公表を行う方針とした。

30



8炉心確認試験開始時の公表について（その１）

理事長の記者会見

ホールでの実況説明

エムシースクエア記者控え室

エ
ム
シ
ー
ス
ク
エ
ア
前
庭

31



9炉心確認試験開始時の公表について（その２）

職員居室の公開
中央制御室の代表取材

展望台下

32



10炉心確認試験における報道発表などについて

○炉心確認試験期間中の試験日報の発行； ５月６日から７月２２日まで毎日 合計７８号発行

○炉心確認試験関連のプレス発表とお知らせ； ４月２８日から７月２２日までに 合計３８回発表

○炉心確認試験に関連する取材案内； ４月２８日から７月２２日までに 合計２６回対応

炉心確認試験期間における不具合事象；３２件の公表 （単独のお知らせで８件、日報記載・日報添付で２４件）

５月５日 ５月８日 ７月２２日

６月１６日 ７月２日６月１４日 33



新聞報道の状況 11

不具合等記事分量（全社）
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記事行数

総合、社会面

地方面

・燃料破損検出器故障警報
・最初のトラブル
・「公表遅れ」

・制御棒操作一時中断
・「もんじゅ制御棒操作ミス」

・トラブル相次ぐ「もんじゅ」再開から1週間
・「もんじゅ」トラブル続発

・警報相次ぐ
・設備の故障続々

記事行数（H22.5.8～7.20）
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炉心確認試験中の「もんじゅ」状況の公表における留意点 12

２）警報の頻発（軽微な故障の警報の並びでは公表対象）
・天候変化（気圧変動）で１日４０件発報、ドア開閉による発報
・運転操作上必ず発報する警報あり
・機器の軽微な故障による警報
→警報の整理（運転管理情報としての警報の区別）
→警報の適正化（警報の信頼性向上のための改善）

３）故障情報
・修理依頼票の発行の公表
→軽微なトラブル、計画的な調整・保守を区別

１）従来の基準では公表対象でない事象
・炉心確認試験中（原子炉起動）は14年ぶりの運転であり、試験状況の透明化
・最初の、機器の軽微な故障の警報の公表について・・・・・
→定例日報で公表予定としたことで「公表遅れ」と指摘された
→即時プレスとして対応すべきであった

○公表遅れとは？

○トラブル続発とは？
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炉心確認試験中の通報・公表プロセスの改善

不具合発生時、関係機関への迅速な連絡と重要度に応じた公表を行うことによって、
充実した提供情報と透明性を確保しながら、炉心確認試験を実施した。

・迅速かつ丁寧な情報提供のため試験情報専任者を設置した。（途中から４名→６名へ増員）
・トラブル発生時、緊急対策室での各役割の責任者を明確化し、保安院始め関係機関へタイムリー

に情報提供した。

公表における改善

外部連絡における改善

情報集約における改善

・現場の原因究明作業に加え、情報提供作業体制の強化を行った。
・集約すべき情報を整理（プレス文、想定QAのひな形の活用）し、提供情報を充実することにより、分

かり易いプレス文案の作成と情報発信の迅速化を図った。

・透明性を確保しつつ重要度に応じた公表を行うため、今後も「透明性」に関する社会のニーズ、関
係者の意見を踏まえ、適切に情報公開を進め、一層の信頼の醸成を図る。

（１） 14年ぶりの試運転再開に際し、いろいろな警報や不具合事象の発生を想定し、透明性を確保しつつ炉心確認
試験を実施する観点から、警報発報情報や不具合事象についても速やかに通報・公表を行う方針とした。

（２）その後、警報発報情報や保修票発行事象のうち、原子炉施設の安全確保、プラント運用に影響しない設備・機
器の不具合については、定例プレス（日報；１６時）で公表することとした。（5月19日より運用）

（３） 通報並びに公表に係る運用の経験を踏まえ、警報発報情報及び保修票発行事象について、重要度に応じた
公表の目安を再整理し、運用を行うこととした。（5月23日より運用）

炉心確認試験中の通報・公表の変遷

13
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炉心確認試験中のトラブルの公表について

事 例区分

（１）計画外に原子炉を停止（全制御棒の挿入）した場合
（２）原子炉施設の故障により運転上の制限を逸脱した場合 等

（１）運転上の制限の逸脱
（２）原子炉施設の安全確保（止める、冷やす、閉じ込める）に係る事象 等

例）制御棒挿入の一時中断（H22.5.10）

区分Ⅰ

速やかに公
表

区分Ⅱ

定例プレス

③警報発報情報
（運転管理情報を除く）

④保修票発行事象
（軽微な保守案件を除く）

⑤炉心確認試験工程に影響を及ぼす
可能性のある場合又は及ぼす場合

①トラブル情報
（法令報告事象）

②保全品質情報
（軽微な事象であるが、保安活動の向上の
観点から公表する情報）

例）プレシピテータ＊計数率高の警報発報（H22．5．6）
中央計算機軽故障警報の発報（H22.5.11）

例）格納容器床下窒素雰囲気酸素濃度計の停止（H22.5.14)

【運転管理情報】
(1) 試験に伴う警報発報
(2) 設備操作（運転／作業）による警報発報 例）「常用エアロック開」警報の発報
(3) 系統状態（停止含む）の一時的変動による警報発報 例）「予熱温度高」警報の発報（H22.5.8）

「Ｎａベーパートラップ出口温度低」警報の発報（H22.5.9）
(4) 天候等自然現象による警報発報 例）「炉外燃料貯蔵槽共通配管室圧力（狭域）高／低」警報の発報

【軽微な保守案件】
(1) 点検等による計画的補修等 例）停止中設備（水・蒸気系設備等）の計器点検における

計器校正、計器交換・補修等
(2) 日常的手入れ・修理等 例）電源盤鍵の修理、手すりの腐食の修理等

《区分Ⅰ、区分Ⅱに該当しないもの》

公表の考え方

注）
・上記の具体的事例については、今後の運用状況も踏まえ、適宜見直しを行う。
・トラブル等により公表した事例については、その後の原因や対策などについても公表していく。
・情報の発信にあたっては、その事象による環境への影響などについても、よりきめ細やかに発信する。
・今後も透明性の確保に向けて取り組むとともに、迷うような事例については、上位の区分で公表するよう取り組む。

＊；燃料破損を検出する装置

14
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試験終了後の「もんじゅ」状況の公表について 15

炉心確認試験日報の終了

炉心確認試験の終了に伴い、炉心確認試験の日報についても発行を終了

「もんじゅ」のプラント状況等について、従来どおり毎週金曜の定例週報にて公表

速やかに公表するもの、週報等において公表するもの、重要度に応じて公表

炉心確認試験の実施に当たり

１４年５ヶ月ぶりの原子炉の起動であり、一層の透明性を確保

原子炉の安全に影響のない軽微な不具合も含めて、日々の試験日報で公表
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次回起動時の不具合事象等の公表に向けて

① 原子炉の安全に影響を及ぼさない軽微な事象の公表

社会のニーズや関係者の意見を踏まえ、適切に情報公開を進め、一層の信頼性
の醸成を図る。

◇ 炉心確認試験期間中は、原子炉運転に伴い、透明性を確保し、社会の安心を得るた
め、原子炉の安全に影響を及ぼさない軽微な事象についても、積極的に公表した。
一方で、受け手を考慮した発信情報の整理の必要性を認識した。

② 公表の目安の策定とそれに従った公表

◇ 炉心確認試験期間中の公表については、運転操作に伴い発生する警報、日常的手
入れ・修理に該当する軽微な保守案件などは除外するなどの公表の目安を策定し、そ
れに従い公表を行った。

重要度・社会のニーズに応じた公表という観点から、プラントの異常を示す警報、
プラント状態を示す警報など、炉心確認試験中の経験を踏まえ、公表の目安の再
整理を行う。

４０％出力プラント確認試験にむけて 16
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参考資料

炉心確認試験のまとめ

炉心確認試験で得られた成果

次の試験に向けた実施項目

不具合事象等の一覧

炉心確認試験結果一覧
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炉心確認試験のまとめ

１．「もんじゅ」は、5月6日、性能試験（炉心確認試験）を再開し、5月8日には臨界を達成し

た。

２．安全最優先のもと、透明性の確保に努め、炉心確認試験を順調に進め、２０項目の試

験を全て終了した。その結果、長期停止プラントを安全に起動させるとともに、アメリ

シウムを多く含む炉心の安全性確認や炉物理データの取得など着実に成果を得た。

３．発生した不具合事象、並びに想定していない警報発報等について公表し、透明性の

確保に努めた。発生した不具合事象については、原因究明、対策、水平展開など必

要な取り組みを実施してきている。

４．今後は、４０％出力プラント確認試験に向けて、炉心確認試験の経験を反映した運転

管理・保守管理を実施していくとともに、燃料交換、水・蒸気系設備の機能確認試験

等を実施し、準備を進めていく。

５．炉心確認試験で得られた試験結果を評価し、高速増殖炉の実用化に反映していく。

６．引き続き、「もんじゅ」の安全確保を最優先とし、透明性を高めた計画的な業務運営に

機構をあげて取り組む。
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◇ 過剰反応度や反応度停止余裕など核的制限値を満足し
ていることを確認。

炉心の安全性を確認

炉心確認試験で得られた成果

○ 現在の炉心において原子炉の運転を続けるた
めに持っている余裕分の反応度や制御棒の効
き具合などについて設置許可申請に記載してい
る炉心の安全性（核的制限値）を確認した。

臨界時の炉物理データの取得

○ 現在の炉心において事前予測に基づいた臨界
を達成し、炉心の臨界データを取得した。

○ 制御棒の効き具合や1次系ナトリウム温度等に
よる炉心特性など炉物理データを取得した。

◇ ３種類の燃料（14年前の原子炉起動時に使用した燃料、
14年間保管した燃料、新規に製作した燃料）を使用した炉
心でも、十分な精度で、臨界予測ができることを実証。

◇ もんじゅの炉心管理コードの精度の検証に貢献できる試
験データを取得。

◇ FBR原型炉として、実用炉に向けた炉心設計コードの検証
に有用。

アメリシウム含有炉心データの取得

○ 長期保管によりアメリシウムが蓄積した炉心の
データを取得した。

◇ アメリシウムが蓄積した炉心のデータは、高速炉の炉物理
研究にとって世界的にも貴重。

◇ MA(マイナーアクチニド)燃焼研究開発に活用する。
マイナーアクチニド：使用済燃料に含まれる長寿命な放

射性核種（アメリシウム、ネプツニウムなど）

長期停止後のプラント起動を実証
◇ 長期停止後、安全にプラントを起動し、原子炉施設として

運転できることを実証。○ プラントの起動において、核計装、制御棒駆動
機構、1次主循環ポンプ等が正常に作動し、78日
間の炉心確認試験を実施することができた。

42



４０％出力プラント確認試験に向けた実施項目

１．燃料交換
○ ４０％出力試験に向けて炉心燃料を33体交換する。

（ブランケット燃料、制御棒の交換はなし）

２．設備点検、水・蒸気系設備機能確認試験等
○ 炉心確認試験で使用した1次系、2次系等の設備点検を行う。
○ 水・蒸気系設備点検後、順次、水・蒸気系設備の機能確認試験を行う。
○ 屋外排気ダクトの取替工事を行う。

３．炉心確認試験での経験の反映等
○ 炉心確認試験での実績、操作手順等を４０％出力プラント確認試験に反映する。
○ もんじゅ特有の計器の不具合や経年劣化が原因の不具合などを保守管理に反映する。

・ もんじゅ特有設備(破損燃料検出器や水漏えい検出設備等の研究開発要素があり、もんじゅで実証すべき設備)に対
する信頼性向上に向けた取り組みを継続

・ 経年劣化に対し、安全上重要な設備を優先した計画的な取替を実施(1次系MGセットの制御系の警報等の反映)
・ 回転機器付属配管の振動測定への反映(1次アルゴンガス冷凍機の油漏れ等の反映）
・ 水・蒸気系設備等については、数ヶ月の機能確認試験により、不具合の洗い出しと対応を実施

○ 炉心確認試験中の警報発報の経験を踏まえ、警報に関する考え方の再整理と分類を
行う。

４．炉心確認試験結果
○ 炉心確認試験で得られた試験結果の評価や「もんじゅ」の設計検証を行うとともに、

高速増殖炉の実用化に反映していく。また、それらの結果は広く公表していく。
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1
平成22年
5月7日
5月9日

「ＦＦＤ　ＣＧ法プレシピテータ計数率高」警報の
発報と測定停止

カバーガス法破損燃料検出装置の検出器（プレシピテータ）３台のうち、Ａ号機で計数率が高くな
り警報が発報したためＡ号機での測定を停止。
５月９日Ｃ号機でも同様な兆候が見られたため、Ｃ号機の測定を停止。

調査中

2
平成22年
5月8日

「予熱温度高」警報の発報
１次メンテナンス冷却系ベントラインのナトリウム配管部をヒータにより加温している箇所におい
て、当該部の温度が高くなったことを示す警報（予熱温度高)が発報。

済

3
平成22年
5月9日

「２次主冷却系Ａループタンクベーパトラップ出
口温度低」警報の発報

2次系Ａループにあるナトリウムタンク用のベーパトラップからアルゴンガスを排気する時にベー
パトラップ出口温度が低くなったため、警報が発報。

済

4
平成22年
5月10日

「排水処理設備　処理水ｐＨ低」警報の発報 停止中の一般排水の処理設備において、測定ポット内のｐＨが低くなったため、警報が発報。 済

5
平成22年
5月10日

制御棒挿入操作時の一時中断について
原子炉を未臨界とするため、微調整用制御棒（１本）を全挿入位置の６mm手前から間欠挿入操
作を実施していたところ、残り３mm付近で挿入位置の変化がなかったことから、試験運転員は挿
入操作を一時中断。

済

6
平成22年
5月12日

「中央計算機軽故障」（燃料取扱系計算機の伝
送異常）警報の発報

燃料取扱設備の情報を燃料取扱系計算機から中央計算機に伝送しているが、その伝送が一時
的に不調となり、警報が発報。

済

7
平成22年
5月14日

格納容器床下窒素雰囲気酸素濃度計の停止 格納容器床下の窒素雰囲気室内での酸素濃度を測定している装置が停止していることを確認。 済

8
平成22年
5月17日

「プロセスモニタ故障」（放射線管理室排気モニ
タラック異常）警報の発報

放射線管理室の換気系（排気）で放射能を監視しているモニタ装置が、サンプル流量異常により
サンプルポンプが停止し、故障警報が発報。

済

9
平成22年
5月19日
5月24日

「ナトリウム・水反応生成物収納設備異常」（酸
素濃度高）警報の発報

ナトリウム・水反応生成物収納設備内の窒素ガス中の酸素濃度が高くなったことを示す警報が発
報。

済

10
平成22年
5月23日

「１次主循環ポンプ－Ｃ　ＭＧセット制御盤異常」
警報の発報

プラント起動のために1次主循環ポンプMGセット一括起動操作を行ったところ、「C-MGセット制御
盤異常」警報が一時的に発報（警報は即リセット）。

済

11
平成22年
5月23日

反応度計（仮設計器）の不調
広域中性子検出器(ＷＲＭ)の指示値の変化割合を換算し、パソコン上で、臨界状態を迅速に確
認できる仮設の計器(反応度計)の出力値が不調。

済

12
平成22年
5月24日

運転床上雰囲気止弁用のグラフィックパネル用
のリミットスイッチの位置不良

運転床上雰囲気止弁を「全開」から「全閉」としたが、制御盤のグラフィックパネルの表示が「開」
表示のままとなった。

済

13
平成22年
5月24日
5月26日

「新燃料移送機連動運転渋滞」の警報発報につ
いて

新燃料を新燃料貯蔵ラックから炉外燃料貯蔵槽に移送するため、新燃料移送機から地下台車へ
吊り下ろす際、燃料集合体の角度設定に異常を示す警報が発報し、自動運転が停止。

済

14
平成22年
5月25日

高圧第2給水加熱器水位調節弁のシートリング
補修

高圧第２給水加熱器水位調節弁の弁箱にシートリングを取り付けるためインパクトレンチでシート
リングを締め込んだ際、シートリングの凸状の２個の爪（長さ約１９ｍｍ×幅約６ｍｍ×高さ約６ｍ
ｍ）が折損。

済

15
平成22年
5月26日

メンテナンスクレーンからの発煙
メンテナンス・廃棄物処理建物の上部に設置されているメンテナンスクレーン（主巻定格荷重：
200トン、補巻定格荷重：30トン）の補巻を使用した作業中にクレーンから発煙を確認。

済

16
平成22年
5月27日

「補給水タンク水位高」警報の発報
補給水タンクの水位調節弁の点検を行うにあたり、前後弁を閉める前に水位調節弁の電源を切
としたことから、当該弁が開となり、水が供給され補給水タンク内の水位が上昇し、警報が発報。

済

平成22年5月6日～7月21日

Ｎｏ． 対応状況件　　名公表月日 発生概要

炉心確認試験開始以降の不具合事象等について（1/2）
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炉心確認試験開始以降の不具合事象等について（2/2）

17
平成22年
5月28日

「気体廃棄物処理系　ドレン排出用窒素ガス圧
力低」警報の発生

ドレン排出用の窒素ガス圧力が低下し、「ドレン排出用窒素ガス圧力低」の警報（設定値：２９
kPa）が発生。

済

18
平成22年
6月1日

中央制御盤のCRT（ディスプレィ画面）画面選択
ボタンの補修について

中央制御室の中央制御盤に設置しているＣＲＴ（№７）の画面選択ボタンの一つが不調。
対策準備中
(部品待ち)

19
平成22年
6月4日

「１次補助系予熱制御盤故障」警報について
１次アルゴンガス系に設置されている原子炉容器ベーパトラップ（Ａ）の「予熱温度高」の警報（設
定値：２６２℃）が発報。

済

20
平成22年
6月11日

１次アルゴンガス系冷凍機（Ａ）の潤滑油漏れ
１次アルゴンガス系冷凍機（Ａ）の潤滑油の銅パイプ（直径約6.3mm）が破損して油が漏れている
ことを確認。

済

21
平成22年
6月25日

ディーゼル発電機（Ａ）の故障警報の発報 ディーゼル発電機（Ａ)を手動起動したところ、「ＡＶＲ(自動電圧調整装置）故障」の警報が発報。 済

22
平成22年
6月28日

空調用冷媒冷凍機（Ｃ）の潤滑油のにじみにつ
いて

運転中の空調用冷媒冷凍機（Ｃ）の潤滑油パイプの継手部から潤滑油の滲みを確認。 済

23
平成22年
7月1日

排水モニタ故障警報の発報について
放水口における排水中の放射能を監視している排水モニタ(常時2系統運転)において、ストレー
ナレベル高により２系統のモニタのうちＢ系統のサンプルポンプが停止し、故障警報が発報。

済

24
平成22年
7月7日

「275kV碍子洗浄装置故障」警報の発報につい
て

特高開閉所の碍子洗浄操作を実施したところ、碍子汚損検出器用純水装置の「原水タンク水位
低下」警報が発報。

済

25
平成22年
7月12日

 炉外燃料貯蔵設備ナトリウム漏えい検出器サ
ンプリングポンプの切替えについて

1回/週の振動測定作業において、炉外燃料貯蔵槽ナトリウム漏えい検出器サンプリングブロワ
の1台が異音が高めになってきたことから、予備機に切替を実施

済

26
平成22年
7月12日

固体廃棄物貯蔵庫パッケージエアコンの故障に
ついて

運転中の固体廃棄物貯蔵庫パッケージエアコンが故障（室外機の基板故障）により警報が発報。
予備側のパッケージエアコンを起動し、固体廃棄物貯蔵庫の除湿運転を継続。

済

27
平成22年
7月12日

「照明雑動力主分電盤故障」警報の発報につい
て

原子炉補助建物の照明及びコンセント電源に使用している分電盤の地絡を示す「照明雑動力主
分電盤故障」の警報が２回発報し、警報はリセット状態となった。

済

28

平成22年
7月13日
7月14日
7月19日

制御用圧縮空気設備の警報の発報について

・制御用圧縮空気設備において、「制御用圧縮空気設備Ｂ異常」の警報が発報。現場を確認した
ところ、除湿装置の「塔切換不良」を確認。警報は直ぐリセット。原因は、切替弁（四方弁）の動き
が鈍いために発報したことを確認。
・その後、制御用圧縮空気設備をＢからＡ系統に手動で切換えたところ、「再生不良」の警報が２
回発報。本警報は、湿度が高い時期であったことから最初の除湿塔の加熱再生に時間を要した
ことを確認。
・夏場による冷却水温度の上昇等により、除湿塔の冷却再生工程で温度が十分に低下せず、
「再生不良」の警報が発報。警報は。1分後にリセットし、除湿運転を継続。

済

29
平成22年
7月17日

「照明雑動力主分電盤故障」警報の発報につい
て

原子炉建物内の照明が2個切れたため、「照明雑動力主分電盤故障」の警報が発報。 済

30
平成22年
7月17日

「プロセスモニタ故障」警報の発報について
固体廃棄物処理設備ベントガスモニタ(液体廃棄物処理や個体廃棄物処理設備のタンク類のガ
スをモニタ)のサンプリング配管用ヒータが故障し、「配管温度異常」の警報が発報。

対策準備中
(部品待ち)

31
平成22年
7月20日

燃料池水冷却浄化系装置循環ポンプの電磁接
触器の動作不良について

燃料池水冷却浄化装置循環ポンプを定例切替（A⇒B）のため、B号機を起動したところ、電磁接
触器の動作不良により、連続運転できない状態となった。

済

32
平成22年
7月20日

原子炉補助建物内の床ドレン配管の詰まりにつ
いて

床ドレン配管のつまりにより、原子炉補助建物内の換気空調設備の凝縮水が地下3階のファンネ
ルから溢れ、地下4階に滴下し、床漏えい検出器を作動させ警報が発報した。

済

対応状況Ｎｏ． 公表月日 件　　名 発生概要
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炉心確認試験結果一覧（1/3）

№ 試験名 概 要 試験結果

① 制御棒価値確認
制御棒を引抜き、出力の変化を確認することなど
により、各制御棒の効き方を確認する。

全19体の制御棒（CCR１～10、FCR１～３、BCR１～６）に対し、ペリオド法（CCR１を
対象）及び置換法（他の制御棒を対象）を用いて、各制御棒の制御棒価値及び制
御棒校正曲線を測定した。

②
中性子計装特性
確認

広域系中性子計装の検出器感度の特性としてプ
ラトー長(判定基準100V以上)、プラトー傾斜(判定
基準0.1％/V以内)を確認する。

原子炉の出力を測定している広域領域中性子検出器の電圧調整し、検出器特性と
してプラトー長(判定基準100V以上)、プラトー傾斜(判定基準0.1％/V以内)の判定
基準を満足し、正常であること確認した。

③ 核出力校正確認
線源領域系中性子計装と広域系中性子計装によ
り、中性子が連続監視されていることなどを確認
する。

線源領域系中性子計装と広域系中性子計装の測定範囲が1桁以上の範囲で重な
り、炉心の連続監視が可能であることを確認した。

④
過剰反応度測定
試験

過剰反応度が制限値（ 0.057Δｋ/ｋ以下）を満足
することを確認する 。

過剰反応度は、約 0.006 Δｋ/ｋ（自主検査の値）で制限値を満足することを確認し
た。

⑤
反応度停止余裕
測定試験

反応度停止余裕が以下の制限値を満足すること
を確認する 。
(1) 反応度抑制効果

・ 主炉停止系 0.067Δｋ/ｋ以上
・ 後備炉停止系 0.029Δｋ/ｋ以上

(2) 反応度停止余裕
・ 主炉停止系 0.01Δｋ/ｋ以上
・ 後備炉停止系 臨界未満にできること。

(3) 反応度添加率測定検査
・ 8×10-5 Δｋ/ｋ/ｓ以下

反応度停止余裕を測定し、以下のとおり制限値を満足することを確認した 。
(1) 反応度抑制効果

・ 主炉停止系 測定結果：約0.074 Δｋ/ｋ（自主検査の値）
・ 後備炉停止系 測定結果：約0.069Δｋ/ｋ（自主検査の値）

(2) 反応度停止余裕
・ 主炉停止系 測定結果：約0.067Δｋ/ｋ（自主検査の値）
・ 後備炉停止系 測定結果：臨界未満を確認した。

(3) 反応度添加率測定検査
測定結果：最大値 約5.2×10-5 Δｋ/ｋ/ｓ(FCR1) （自主検査の値）

（１）プラント運転操作を伴う試験

(a) 炉心の安全性確認に係る試験（核的制限値の確認）
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炉心確認試験結果一覧（2/3）

(b) 研究開発目的で炉心及びプラントのデータを取得する試験

№ 試験名 概 要 試験結果

⑥ 流量係数評価
１次冷却材の流量変化の影響で反応度がどの程
度変わるかを測定することにより、炉心に係る研
究開発データを取得する。

１次冷却材の流量変化の影響で反応度がどの程度変わるかを測定した。
その結果、流量係数は約-6×10-6 （Δｋ/ｋ/％ｆｌｏｗ）であることが分かった。

⑦ 温度係数評価
１次冷却材の温度変化の影響で反応度がどの程
度変わるかを測定することにより、炉心に係る研
究開発データを取得する。

１次冷却材の温度変化の影響で反応度がどの程度変わるかを測定した結果、温度
係数は約-3×10-5 （Δｋ/ｋ/℃）であることが分かった。

⑧
フィードバック
反応度評価

出力を上昇させ、その変動を減衰させる固有の反
応度フィードバックによって、プラントの自己安定
化特性などに係る研究開発データを取得する。

制御棒を一定量引き抜いた後、そのまま操作を行わずにドップラー効果等の炉心
固有の反応度フィードバックによってプラント状態が静定することを確認し、炉心特
性の基礎データを取得した。

⑨
１次主冷却系循環
ポンプコースト
ダウン特性確認

原子炉停止時、１次主冷却系循環ポンプをトリップ
させ、流量減少の時間推移を確認する。

1次主冷却系循環ポンプの最低流量である４９％流量からポニーモータ定格流量ま
での到達時間30秒であり、判定基準15秒以上を満足していることを確認した。
また、100％流量から1次主冷却系循環ポンプを3台同時にトリップさせ、 M-Gセット
の回転慣性を付加した条件でフローコーストダウン特性を測定した。

⑩
未臨界度測定法
適用性評価

高速炉における未臨界度測定手法（未臨界状態
で反応度を測定する方法）の開発のためのデータ
を取得する。

未臨界度測定法の高速炉実機への適用性を評価するため、次のデータを
取得した。予定されていた測定データが取得され、今後はデータ解析により適用性
の検討を進める。
【炉雑音測定】
臨界状態から、制御棒を挿入し、未臨界度が、-20￠～臨界の間で中性子計装
（SRM ２ｃｈ、仮設ＮＩＳ ２ｃｈ）のデータから、中性子計装の測定値のゆらぎを測定
した。
【逆動特性測定】
臨界状態から制御棒を挿入、引抜きし、未臨界度が約－100￠～約－2￠の間で、
中性子計装（SRM ２ｃｈ、仮設ＮＩＳ ２ｃｈ）のデータを測定した。
【ロッド・ドロップ】
浅い未臨界（－2￠）から制御棒１本を落下させ、計数率の変化データを測定した。47



炉心確認試験結果一覧（3/3）

№ 試験名 概 要 試験結果

⑪
空間線量当量率
確認

原子炉が臨界に到達した後、零出力で運転されて
いる状態で、プラント内各所の線量当量率等を測
定する。

プラント内各所(エリアモニタ等放射線監視設備114ch、線量当量率サーベイ334点 、
粒子上放射性物質濃度等測定49点）の放射線状況を確認した結果、法令に定める
管理区域設定基準又はしゃへい設計基準以下であること等を確認した。

⑫ ナトリウム純度確認
ナトリウムのサンプリング・分析により、ナトリウム
の純度を確認する。

1次系ナトリウムの酸素濃度及び２次ナトリウム酸素濃度は、2.3ppm、1.6ppm程度
であり、管理目標値である1次系：3ppm以下、2次系：10ｐｐｍ以下であることを確認
した。

⑬
ナトリウム放射化量
評価

ナトリウムのサンプリング・分析により、ナトリウム
の放射化量を確認する。

1次系ナトリウム中のNa-22、Na-24の濃度はそれぞれ50Bq/ｇ、150Bq/ｇ程度であ
ることを確認した。なお、100％出力運転時におけるNa-22、Na-24の濃度の計算値
はそれぞれ6.48×104Bq/ｇ、 1.12×109Bq/ｇである。

⑭
アルゴンガス純度
確認

アルゴンガスのサンプリング・分析により、アルゴ
ンガスの純度を確認する。

1次系、２次系等のアルゴアンガス中に含まれる窒素等の濃度を測定した。 アルゴ
アンガス中の窒素濃度が1次系40ppm、2次系20ｐｐｍ程度であり、それぞれ管理要
領にある基準値7500ppm、15000ppm以内であることを確認した。

⑮
放出放射性物質
挙動評価

1次主冷却系、２次主冷却系など各系統及び各部
屋のトリチウム濃度を測定する。

1次主冷却系、２次主冷却系など各系統及び各部屋のトリチウム濃度を測定した結
果、測定値が法令基準値以下であることを確認した。

⑯
新型ナトリウム
温度計特性評価

２次主冷却系Cループ蒸発器出口配管部に外付
け設置した超音波温度計の基本特性を確認し、実
機適用性を評価するためのデータを取得する。

系統温度変化時において超音波温度計の指示値と従来の熱電対温度計とを比較
した。その結果、今回の試験条件においては、同等の値を示すことを確認した。

⑰ 圧力損失変化評価
炉心を含んだ1次主冷却系の圧力損失の経時変
化について、基礎データを取得する。

1次主冷却系のポンプの回転数や出口圧力、流量、 などを測定し1次主冷却系の
圧力損失の変化を評価した。その結果、炉心確認試験期間中、圧力損失の変化は
見られなかった。

⑱ 燃焼係数評価 Pu-241崩壊による反応度の減少傾向を評価する 炉心確認試験期間中の反応度の減少は約0.01％⊿ｋ/ｋであった。

⑲
炉内中性子源効果
評価

外部中性子源(炉心に装荷している中性子源集合
体)と燃焼により燃料から生成された内部中性子
源の寄与を評価する 。

性能試験期間中（炉心確認試験～出力上昇試験）の測定のうち、予定された炉心
確認試験段階での測定を取得した。今後、出力運転期間の測定により、外部中性
子源（中性子源集合体のカリフォルニウム252）と内部中性子源（燃焼により生成さ
れる核種）の計数率への寄与を評価する。

⑳ 崩壊熱評価
出力上昇試験で行われる崩壊熱評価に向けて、
冷却系の熱容量を評価する。

1次主冷却系温度変化率の異なる昇温条件で、温度変化率、1次主ポンプからの入
熱量、空気冷却器からの放熱量などから、１次及び２次主冷却系の熱容量を評価し、
出力上昇試験における崩壊熱評価で使用する基礎データを得た。

（2）プラント運転操作を伴わない試験
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